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【発明の名称】排水管構造
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、便器からの排水を排出する排水管構造に関する。
【背景技術】
【０００２】
　水洗式の便器には、様々な排水方式や洗浄水量を備えた製品がある。
【０００３】
　例えば１９７０年代頃は、大便における洗浄水量を１２～１６Ｌとした便器が販売され
ており、時代とともに洗浄水量が減少し、２０００年頃からは洗浄水量を６～８Ｌとした
便器（以下、従来型便器という。）が販売されるようになった。
【０００４】
　現在では、洗浄水量を５Ｌ以下にした節水型便器の普及が進んでいる。
【０００５】
　また、洗浄水を貯めるロータンクを備えていない、いわゆるタンクレス式の節水型便器
も、その清掃容易性やコンパクト性により人気を集めており、今後の普及が期待されてい
る。
【０００６】
　いずれの便器においても、便器の便鉢内に排泄された汚物は、トイレットペーパーとと
もに洗浄水によって下流側の排水管へ押し出されるように搬送されて、排出される。
【０００７】
　そして、便器の排水方式や洗浄水量の違いによっては、排水管における汚物等の搬送性
能に差が生じることがある。
【０００８】
　洗浄水量が１２Ｌ以上である便器が主流であった時代には、便器毎に搬送性能に差が生
じたとしても、洗浄水量が多く排水管内で汚物等の詰まりが生じることは殆ど無かったが
、洗浄水量の減少にともなって、汚物等の詰まりが懸念されるようになってきた。
【０００９】
　そこで、一般財団法人ベターリビングにより、２００１年に「優良住宅部品性能試験方
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法書（便器）」が規定された。また、この優良住宅部品性能試験方法書（便器）では、「
便器の搬送性能試験」が汚物等の搬送性能の評価基準として規定され、この搬送性能試験
による基準（旧ＢＬ基準）を満たす便器が、一定水準以上の搬送性能の満たす便器として
認知されている。
【００１０】
　この旧ＢＬ基準は２０１１年に改正され、搬送メディアの負荷が軽減された新たな基準
（新ＢＬ基準）に変更されている。
【００１１】
　そして、現在では、搬送物の詰まりの報告が増加しており、その中でも、新ＢＬ基準に
基づいた排水管構造を有する節水型便器で詰まりが発生することが多い。
【００１２】
　なお、現実の利用においては、汚物やトイレットペーパー等の搬送物の量は、トイレ使
用者によって差があるため、完全に搬送物の詰まりを防止することは不可能であり、そも
そも適正な搬送性能の基準をどのように決めるかは非常に難しい問題である。
【００１３】
　しかしながら、旧ＢＬ基準と新ＢＬ基準との詰まりの発生状況を比較すると、より負荷
の大きい旧ＢＬ基準を満たす構成が好ましいのは明らかである。
【００１４】
　現在では、新築住宅においては節水型便器が採用される場合が多いものの、排水管構造
自体は従来のものが採用される。
【００１５】
　また、リフォームを行なう際においても、便器は従来型便器から節水型便器に交換する
ものの、床下の排水管構造まで変更することは少ない。
【００１６】
　ここで、例えば節水型便器等に接続する排水管構造において、搬送性能を向上させたも
のとしては、例えば特許文献１ないし特許文献３の構成が知られている。
【００１７】
　特許文献１の排水管構造は、水位が低下した低水時における搬送性能を向上するために
、例えば排水管の形状を卵形にすることで、低水時にも水深を確保する構成や、排水管の
底部に凹凸を設けることで汚物等の搬送物の付着を防止する構成である。
【００１８】
　特許文献２の排水管構造は、便器直下の縦管部に整流面を有する突起（突条）を設ける
ことで、排水に生じる乱流を抑える構成である。
【００１９】
　特許文献３の排水管構造は、便器直下の縦管部の内周面に凹部（凹所）または膨出部を
設けることで、縦管部の中心を通過する搬送物や排水に対して、縦管部の内周面に沿って
通過する排水が凹部または膨出部を伝うように流動し、排水がまとまって通過しないよう
に排水流動時間を引き延ばす構成である。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００２０】
【特許文献１】実開平１－１５２１８７号公報
【特許文献２】特開２０１４－８８７５４号公報
【特許文献３】特開２０１４－１４５２１１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００２１】
　しかしながら、上述の特許文献１の構成では、同じ洗浄水量を流した場合に、通常の円
形の排水管における水深よりも深くなるが、洗浄水量を５Ｌ以下まで低減した節水型便器
では、排水管の形状を卵形にしただけでは、十分な水深を確保できず、十分な搬送性能を
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奏さない可能性がある。
【００２２】
　また、特許文献２の構成では、汚物等の搬送物が突起に直撃することで流動する排水に
大きな乱流が生じる可能性や、汚物が突起に引っ掛かるように堆積して詰まりが生じる可
能性が考えられる。
【００２３】
　さらに、特許文献３の構成では、排水流動時間を引き延ばすだけであるため、搬送性能
の根本的な改良とはならず、節水型便器等では十分な搬送性能を得ることができないと考
えられる。
【００２４】
　したがって、例えば節水型便器等に適用した場合であっても、旧ＢＬ基準を満たすよう
に搬送性能が良好な排水管構造が求められていた。
【００２５】
　本発明はこのような点に鑑みなされたもので、搬送性能を向上できる排水管構造を提供
することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００２６】
　請求項１に記載された排水管構造は、排水を排出する排水管構造であって、前記排水管
構造の管路途中に位置する断面視で略Ｖ字状の整流部を備えるものである。
【００２７】
　請求項２に記載された排水管構造は、便器からの排水を排出する排水管構造であって、
前記便器に接続する縦管部と、この縦管部の下流側に接続する第１屈曲部と、この第１屈
曲部の下流側に接続する第２屈曲部とを備え、少なくとも前記縦管部から前記第２屈曲部
に至る管路の一部には、断面視で略Ｖ字状の整流部が設けられているものである。
【００２８】
　請求項３に記載された排水管構造は、便器からの排水を排出する排水管構造であって、
前記便器に接続する縦管部と、この縦管部の下流側に接続し、前記縦管部の下流側の端部
から屈曲する第１屈曲部と、この第１屈曲部の下流側に接続し、前記第１屈曲部の下流側
の端部から略水平方向に屈曲する第２屈曲部とを備え、前記第１屈曲部は、内周面に断面
視で略Ｖ字状の整流部を有するものである。
【００２９】
　請求項４に記載された排水管構造は、請求項２または３記載の排水管構造において、第
１屈曲部は、屈曲における曲率半径が１００ｍｍ以上１４０ｍｍ以下であるものである。
【００３０】
　請求項５に記載された排水管構造は、請求項２ないし４のいずれか一記載の排水管構造
において、第１屈曲部と第２屈曲部とは、前記第１屈曲部の下流側軸心と前記第２屈曲部
の上流側軸心とが一致する長さが１２０ｍｍ以下であるものである。
【００３１】
　請求項６に記載された排水管構造は、請求項１ないし５のいずれか一記載の排水管構造
において、整流部は、Ｖ字角度が９０度以上１１０度以下であるものである。
【発明の効果】
【００３２】
　本発明によれば、搬送性能を向上できる。
【図面の簡単な説明】
【００３３】
【図１】本発明の一実施の形態に係る排水管構造の構成を示す斜視図である。
【図２】同上排水管構造の第１屈曲部の断面を模式的に示す断面図である。
【図３】同上排水管構造の第１屈曲部を示す側面図である。
【図４】従来の排水管構造を示す斜視図である。
【図５】（ａ）は本実施例における第１エルボでの排水の跳ね上がりを示す写真であり、
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（ｂ）は比較例における９０度大曲がりエルボでの排水の跳ね上がりを示す写真である。
【図６】（ａ）は本実施例において第３エルボから下流側７ｍの位置を通過するトイレッ
トペーパーの状態を示す写真であり、（ｂ）は比較例において第３エルボから下流側７ｍ
の位置を通過するトイレットペーパーの状態を示す写真である。
【発明を実施するための形態】
【００３４】
　以下、本発明の一実施の形態の構成について図面を参照しながら詳細に説明する。
【００３５】
　図１において、１は排水管構造で、この排水管構造１は、例えば節水型便器等の図示し
ない水洗式の便器に接続し、便器からの洗浄水等の排水とともに、汚物等の搬送物を搬送
して排出する。
【００３６】
　排水管構造１は、便器に接続する呼び径７５ｍｍの縦管部２と、この縦管部２の下流側
に接続する呼び径７５ｍｍの第１屈曲部としての第１エルボ３と、この第１エルボ３の下
流側に接続する第２屈曲部としての第２エルボ４と、この第２エルボ４の下流側に接続す
る水平管部５とを備えている。
【００３７】
　なお、呼び径とは、ＪＩＳ規格における配管の外径寸法を示す。
【００３８】
　そして、便器からの汚物等の搬送物は、縦管部２から第１エルボ３および第２エルボ４
を介して水平管部５を通過する排水の流動によって搬送されて、屋外の排水主管へ排出さ
れる。
【００３９】
　ここで、一般的に便器からの排水の流動による搬送物の搬送には、次のような現象が生
じている。
【００４０】
　便器からの排水および搬送物に対して、便器からの排出の勢いと、縦管部２の落差によ
る位置エネルギーとが排出初期の搬送エネルギーとなる。
【００４１】
　そして、この搬送初期の搬送エネルギーは、搬送物や排水の配管内での摩擦等により徐
々に低下する。
【００４２】
　しかし、略水平な水平管部５は、実際には空気調和・衛生工学会規格（ＳＨＡＳＥ－Ｓ
２０６）における排水横管の所定の勾配（例えば配管勾配１／１００）で設置しているた
め、その勾配による位置エネルギーが最終的な搬送エネルギーとなって搬送が続く。
【００４３】
　この水平管部５での搬送の際には、流動する排水の先端および後端では、搬送時間の経
過とともに重力により広がっていくため、次第に排水の水深が浅くなる。
【００４４】
　従来型便器のように例えば１２Ｌ以上の十分な洗浄水量であれば、この水深が浅くなり
すぎる前に搬送物が屋外の排水主管に到達するため、配管途中で詰まり等が発生しない。
しかしながら、節水型便器のように従来型便器に比べて洗浄水量が少ない場合には、排水
主管に達する前に排水の水深が浅くなりすぎて、搬送物が搬送されず、詰まりの発生を引
き起こすことがある。
【００４５】
　本発明では、節水型便器からの搬送物の搬送に関しても、詰まりが発生せずに確実に搬
送するために、搬送中の搬送物、例えばトイレットペーパーの搬送状態が重要である点に
着目している。
【００４６】
　節水型便器のように洗浄水量が少ない便器では、従来型便器と異なりトイレットペーパ
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ーが排水に浮かぶようにして搬送されない。
【００４７】
　つまり、搬送物であるトイレットペーパーは、便器の洗浄水量が少ないため、十分に排
水に浮かばずに水平管部５の管底部（下部周縁）に接触しながら搬送される。
【００４８】
　そして、水平管部５内でトイレットペーパーが堰のような状態となった場合には、排水
がトイレットペーパーより下流側に越流しにくくなるため、トイレットペーパーの上流側
の排水（以下、後方水という。）の水深の低下を遅らせることができる。そのため、節水
型便器のように洗浄水量が少ない便器に適用しても、後方水による推進力を利用して搬送
性能を向上できる。
【００４９】
　一方、水平管部５内でトイレットペーパーが堰のような状態になりきれなかった場合に
は、後方水が徐々にトイレットペーパーの下流側へ越流して、その分後方水の水深が低下
するため、後方水による推進力が低下する。その結果、搬送性能が低下して、搬送物の搬
送が水平管部５内で停止してしまう。
【００５０】
　したがって、トイレットペーパー等の搬送物を配管内で幅方向に広がるようにコントロ
ールして堰のような状態にして搬送できれば、搬送性能を向上できる。
【００５１】
　このような観点から、排水管構造１では、便器直下の縦管部２の下流側の端部から、第
１エルボ３が略水平方向へ向けて略９０度屈曲する。また、この第１エルボ３の下流側の
端部から、第２エルボ４が略水平方向に略９０度屈曲する。さらに、この第２エルボ４の
下流側の端部から、水平管部５が略水平に延びている。
【００５２】
　なお、第１エルボ３、第２エルボ４および水平管部５の略水平方向とは、通常の排水管
において必要な勾配を含み、例えば水平から２／１００勾配までを含む。また、第１エル
ボ３および第２エルボ４の略９０度とは、通常の排水管で使用されるいわゆる９０度エル
ボ（ＪＩＳ　Ｋ　６７３９におけるＤＶ継手、またはこの規格に準じる塩化ビニル管・継
手協会規格（ＡＳ３８：２０１０）におけるＶＵ継手）の湾曲角度を含み、例えば９０度
から９１度４０分までを含む。
【００５３】
　縦管部２は、直管状の配管部材であり、便器直下に接続して略鉛直に配置する。
【００５４】
　第１エルボ３は、縦管部２を水密に接続可能な上流側受口11と、この上流側受口11とは
反対側の端部である下流側の端部に位置し直管状の配管部材である連結管14を水密に接続
可能な下流側受口12と、これら上流側受口11と下流側受口12との間に位置し側面視で円弧
状に屈曲した曲管部13とを有している。
【００５５】
　この第１エルボ３は、上流側受口11の軸心である上流側軸心と、下流側受口12の軸心で
ある下流側軸心とが略９０度の位置関係になり、下流側受口12が水平方向へ向くように、
曲管部13が屈曲している。
【００５６】
　また、図２および図３に示すように、第１エルボ３の曲管部13の内周面側は、断面視で
略Ｖ字状の整流部15を有している。
【００５７】
　整流部15は、曲管部13の底側（下側）のみに配置している。すなわち、曲管部13におい
て整流部15が設けられた箇所では、円弧状の上面の下側に整流部15を一体に設けている。
【００５８】
　整流部15は、断面視で略Ｖ字状、すなわち、断面視で真円よりも細い放物線状で、楕円
的な弧状である。
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【００５９】
　整流部15は、通過する排水が突き当たる側に位置する円弧状の底面15aと、この底面15a
の両側に位置する円弧状の側面15b，15cとを有している。
【００６０】
　底面15aは、整流部15における円弧状の上面から円形状に延長した場合の想像上の円20a
（図２において二点鎖線で示し、例えばφ８３ｍｍである。）に正接する円弧としており
、側面15b，15cは、円20aの内側に位置している。
【００６１】
　そして、円20aの外側で円20aの中心点から所定距離に位置する点を基準点20dとし、こ
の基準点20dから底面15aと側面15bとの正接点に接する直線である基準線20bと、基準点20
dから底面15aと側面15cとの正接点に接する直線である基準線20cとの角度を、整流部15の
Ｖ字角度ａとする。
【００６２】
　なお、円20aの中心点から基準点20dまでの距離は、例えばＶ字角度ａが９０度、１００
度および１１０度の場合には、それぞれ５０．２ｍｍ、４８．０ｍｍおよび４６．２ｍｍ
とする。また、円弧状の側面15bの中心点27aおよび円弧状の側面15cの中心点27bと、円20
aの中心点および基準点20dを結ぶ直線に直交する直線との距離は、３９．６ｍｍとする。
【００６３】
　整流部15は、Ｖ字角度ａが９０度未満の場合、および、１１０度を超える場合には、適
切な整流作用を奏さず、落下する排水に跳ね上げ等により乱流による位置エネルギー低下
を十分に抑制できないため、搬送性能を十分に向上できない。したがって、整流部15のＶ
字角度ａは、９０度以上１１０度以下とする。
【００６４】
　すなわち、整流部15は、円20aと底面15aとが正接し、かつ、基準点20dから底面15aと側
面15bとの正接点を通る基準線20bと、基準点20dから底面15aと側面15cとの正接点を通る
基準線20cとの角度であるＶ字角度ａが９０度以上１１０度以下となるように成形する。
【００６５】
　第１エルボ３は、曲管部13の屈曲における曲率半径ｒが１００ｍｍ未満の場合、および
、１４０ｍｍを超える場合には、搬送性能を向上できない可能性がある。したがって、第
１エルボ３の曲管部13の曲率半径ｒは、１００ｍｍ以上１４０ｍｍ以下が好ましい。
【００６６】
　また、図３に示すように、曲管部13においては整流部15を一部の領域のみに設ける。す
なわち、曲管部13における整流部15を設けた範囲は、上流側受口11側の端部および下流側
受口12側の端部それぞれから１５度の範囲である。
【００６７】
　第２エルボ４は、略９０度屈曲した略円筒状の一般的なエルボ体である。
【００６８】
　このような第２エルボ４は、連結管14を水密に接続可能な上流側受口16と、この上流側
受口16とは反対側の下流側の端部に位置し水平管部５を水密に接続可能な下流側受口17と
、これら上流側受口16と下流側受口17との間に位置し側面視で円弧状に屈曲した曲管部18
とを有している。
【００６９】
　第２エルボ４は、下流側受口17の軸心である下流側軸心が、上流側受口16の軸心である
上流側軸心に対して略９０度になり、下流側受口17が水平方向へ向くように曲管部18が屈
曲している。
【００７０】
　第１エルボ３と第２エルボ４とは、第１エルボ３の下流側受口12と第２エルボ４の上流
側受口16とを連結管14を介して接続している。そして、これら第１エルボ３の下流側受口
12と第２エルボ４の上流側受口16と連結管14とで接続部19を構成している。
【００７１】
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　接続部19では、第１エルボ３の下流側軸心と、第２エルボ４の上流側軸心とが一致して
いる。この第１エルボ３の下流側軸心と第２エルボ４の上流側軸心とが一致する長さを第
１エルボ３と第２エルボ４との接続長さｃとし、連結管14の長さが接続長さｃとなる。
【００７２】
　また、第１エルボ３と第２エルボ４との接続部19では、第１エルボ３の下流側軸心と第
２エルボ４の上流側軸心とが一致する長さ（接続長さ）ｃが、１２０ｍｍを超える場合に
、搬送性能を向上できない可能性がある。したがって、第１エルボ３と第２エルボ４との
接続長さｃは、１２０ｍｍ以下が好ましい。
【００７３】
　水平管部５は、第２エルボ４の下流側受口17に接続した直管状の配管部材である横管21
と、この横管21に接続した第３屈曲部としての第３エルボ22と、この第３エルボ22に接続
した横管23とを有している。
【００７４】
　すなわち、水平管部５は、第２エルボ４の下流側受口17に横管21の一端部を接続し、横
管21の他端部に第３屈曲部としての第３エルボ22の上流側受口24を接続する。また、第３
エルボ22の下流側受口25に横管23を接続する。この横管23は、接続ソケット26を介して直
管状の配管部材同士を接続する。
【００７５】
　次に、上記一実施の形態の作用および効果を説明する。
【００７６】
　上記排水管構造１によれば、縦管部２を通って落下するように流動する排水は、第１エ
ルボ３において断面視で略Ｖ字状の整流部15に沿って流動することで、その整流作用によ
って排水の落下時の跳ね上がりを抑制し、流動する排水の散乱や乱流が発生することを抑
制できる。そのため、縦管部２の落差に基づく位置エネルギーが損失されにくく、排水を
円滑に行なって、位置エネルギーをより確実に搬送エネルギーとして搬送物に作用させる
ことができる。
【００７７】
　また、第１エルボ３の下流側受口12に対して第２エルボ４が略水平方向へ略９０度屈曲
していることにより、搬送物が、第１エルボ３および第２エルボ４を通過するときに回転
方向に力が加わることで幅方向に拡がりやすくなるため、流動する排水に対して堰のよう
に作用しやすく、搬送中に搬送物の後方水の推進力をより確実に利用できる。そのため、
整流部15により流動中の損失が抑制された排水の位置エネルギーを、搬送物への推進力と
して作用させやすい。
【００７８】
　したがって、排水管構造１によれは、タンクレス式の節水型便器のように洗浄水量が少
なく、搬送性能に不利な条件である便器であっても、上述のように乱流の発生を抑止し位
置エネルギーの低下を抑制するとともに、配管内で搬送物が幅方向に広がるため、搬送物
の後方の後方水の推進力を十分に利用して、搬送性能を向上できる。また、便器からの排
水に関する配管構造を構築する段階において、排水管構造１を設置しておけば、その時点
で節水式便器を設置せず、将来的に節水式便器を設置することになった場合であっても、
排水管構造１をそのまま利用でき、リフォーム等における将来的な変更工事が容易になる
。
【００７９】
　また、整流部15は、Ｖ字角度ａが９０度以上１１０度以下であることにより、整流部15
による整流作用で排水の跳ね上げや散乱を抑制でき、搬送性能を向上できる。
【００８０】
　第１エルボ３は、屈曲部分における曲率半径ｒが１００ｍｍ以上１４０ｍｍ以下である
ことにより、縦管部２での位置エネルギーを利用して排水が円滑に流動でき、搬送性能を
向上できる。
【００８１】
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　第１エルボ３と第２エルボ４との接続部19における接続長さｃが１２０ｍｍ以下である
ことにより、搬送エネルギーが高い状態のうちに第１エルボ３から第２エルボ４へ排水が
流動することで効果的に回転方向に力が作用し、搬送性能を向上できる。
【００８２】
　なお、上記一実施の形態のように、第１エルボ３の曲率半径ｒが１００ｍｍ以上１４０
ｍｍ以下である構成が好ましいが、このような構成には限定されず、第１エルボ３の曲率
半径ｒは適宜決定できる。
【００８３】
　また、第１エルボ３と第２エルボ４との接続部19における接続長さｃが１２０ｍｍ以下
である構成が好ましいが、このような構成には限定されず、第１エルボ３と第２エルボ４
との接続部の構成は適宜決定できる。
【実施例】
【００８４】
　以下、本発明に係る実施例および比較例について説明する。
【００８５】
　節水型便器への適用を考慮すると、新ＢＬ基準より旧ＢＬ基準で搬送性能を評価した方
が詰まりの発生をより確実に防止できるため、旧ＢＬ基準に基づいて排水試験を行なって
搬送性能を確認した。
【００８６】
　まず、搬送メディアとして、ＪＩＳ　Ｐ　４５０１を満たすトイレットペーパー１ｍを
６枚重ねて８つ折りにしたものを用いた。
【００８７】
　なお、参考までに、新ＢＬ基準では、ＪＩＳ　Ｐ　４５０１を満たすトイレットペーパ
ー９０ｃｍを８つ折りにして、４枚重ねたものを用いることになっている。
【００８８】
　排水方法は、搬送メディアを内径が４０ｍｍの筒の中に丸めた状態で挿入し、この筒の
先端を１５秒間便鉢の水に完全に浸した後、筒を取り除いて直ちに大排水（大便用の排水
）を行なった。
【００８９】
　配管内での搬送距離は、便器直下の継手から停止した状態の搬送メディアの最後尾まで
の距離とした。
【００９０】
　ここで、旧ＢＬ基準では、５回の排水試験を行なった各搬送距離のうち、最大値および
最小値を除外して３回の平均の搬送距離で評価し、この搬送距離が１０ｍ以上となった場
合に搬送性能が満たされているものと判断している。
【００９１】
　しかしながら、ばらつきの影響を極力抑え、できるだけ正確に搬送性能を評価するため
に、図１に示す排水管構造１（実施例）、および、図４に示す従来排水管構造31（比較例
）について、各試験条件で排水試験を５０回行ない、各試験結果（搬送距離）の最大値お
よび最小値を除外せずに、各試験結果の中央値を搬送距離とし、その搬送距離が１０ｍ以
上となった場合に、搬送性能を満たすと評価した。
【００９２】
　実施例である排水管構造１では、便器直下で長さ３００ｍｍの縦管部２の下部に第１エ
ルボ３の上流側受口11を接続し、その第１エルボ３の下流側受口12に連結管14の一端部を
接続した。また、連結管14の他端部に第２エルボ４の上流側受口16を接続した。さらに、
第２エルボ４の下流側受口17に、直管状で１ｍの横管21の一端部を接続した。また、横管
21の他端部に第３屈曲部としての第３エルボ22の上流側受口24を接続し、第３エルボ22の
下流側受口25に２１ｍの横管23を接続ソケット26を介して接続した。
【００９３】
　なお、第２エルボ４および第３エルボ22は、塩化ビニル管・継手協会規格（ＡＳ３８：
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２０１０）の９０度大曲がりエルボを使用した。また、各配管の呼び径は７５ｍｍで、水
平管部５の配管勾配は１／１００である。
【００９４】
　比較例である従来排水管構造31は、実施例に対して、第１エルボ３および第２エルボ４
に代えてエルボ32を接続した。すなわち、エルボ32の上流側受口33に縦管部２を接続し、
エルボ32の下流側受口34に横管21を接続した。なお、エルボ32には、塩化ビニル管・継手
協会規格（ＡＳ３８：２０１０）の９０度大曲がりエルボを使用した。
【００９５】
　[試験１]
　節水型便器のタイプによる搬送性能の違いを確認するために、Ｖ字角度ａを１００度と
し、曲率半径ｒを１２０ｍｍとし、連結管14の長さ（接続長さｃ）を４０ｍｍとして、Ａ
ないしＣの便器において、排水試験を行なった。
【００９６】
　なお、便器タイプＡは、洗浄方式がトルネード洗浄（サイホン式）で、洗浄水量が３．
８リットルである。便器タイプＢは、洗浄方式がターントラップ式で、洗浄水量が４．８
リットルである。便器タイプＣは、洗浄方式がダイレクトバルブ式で、洗浄水量が５．０
リットルである。
【００９７】
　これら排水試験の結果を表１に示す。
【００９８】
【表１】

【００９９】
　表１に示すように、排水管構造１を用いた実施例では、便器タイプＡないしＣのいずれ
も、搬送距離が１０ｍ以上であった。一方、従来排水管構造31を用いた比較例では、便器
タイプＡないしＣのいずれも、搬送距離が１０ｍ未満であった。
【０１００】
　他の条件で試験を行なうに際し、試験１の結果から、洗浄水量の観点では最も条件が厳
しい便器タイプＡにおいて十分な搬送性能が確認できれば、他のタイプの便器であっても
搬送性能を十分に確保できると考え、試験２ないし試験６では、実施例である排水管構造
１についてＡの便器のみを用いて行なった。
【０１０１】
　[試験２]
　最適なＶ字角度ａを検討するため、曲率半径ｒを１２０ｍｍ、連結管14の長さ（接続長
さｃ）を４０ｍｍとして、Ｖ字角度ａの違いによる搬送距離の変化を確認した。
【０１０２】
　試験を行なったＶ字角度ａおよび搬送距離を表２に示す。
【０１０３】
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【表２】

【０１０４】
　表２に示すように、Ｖ字角度ａが９０～１１０度の場合に、搬送距離が１０ｍ以上とな
り、特にＶ字角度ａが１００度の場合に最も良好な結果だった。
【０１０５】
　[試験３]
　整流部15のＶ字角度ａを１００度とし、曲率半径ｒを１２０ｍｍとし、連結管14の長さ
（接続長さｃ）を４０ｍｍとした場合の第１エルボ３における整流作用を、撮影枚数が１
０００／ｓのハイスピードカメラでの撮影により分析した。
【０１０６】
　なお、比較のため、比較例である従来排水管構造31でも同様にハイスピードカメラで撮
影した。
【０１０７】
　実施例および比較例いずれも、撮影により排水の流動状態が確認しやすいように各配管
は透明なものを用いた。
【０１０８】
　これら実施例および比較例について、便器からの排水開始１秒後の写真を図５に示す。
図５（ａ）は実施例である排水管構造１の写真で、第１エルボ３における跳ね上がりを示
す。また、図５（ｂ）は比較例である従来排水管構造31の写真で、９０度大曲がりエルボ
であるエルボ32における跳ね上がりを示す。なお、図５（ａ）および図５（ｂ）のいずれ
も、右側の写真は左側の写真のＡ部を拡大したものである。
【０１０９】
　図中の小さな矢印は、各点における排水の流動ベクトルを示すが、図５（ｂ）の従来排
水管構造31では、流動ベクトルが配管内全体に散らばっており、跳ね上がりが多いことが
確認できる。
【０１１０】
　これに対して、図５（ａ）に示す排水管構造１では、流動ベクトルが配管内の下側半分
に集まって跳ね上がりが少なく、かつ、その流動ベクトルの向きも概ね揃っていることが
確認できる。
【０１１１】
　したがって、排水管構造１は従来排水管構造31と比べて、排水の跳ね上がりや散乱が抑
えられ、円滑に排水が行なわれており、整流作用が良好であることが確認できる。
【０１１２】
　また、この排水試験での第３エルボ22から下流側７ｍの位置におけるトイレットペーパ
ーの状態の写真を図６に示す。図６（ａ）が実施例である排水管構造１において第３エル
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ボ22から下流側７ｍの位置を通過するトイレットペーパーの写真で、図６（ｂ）が比較例
である従来排水管構造31において第３エルボ22から下流側７ｍの位置を通過するトイレッ
トペーパーの写真である。
【０１１３】
　図６（ｂ）の従来排水管構造31では、流動方向に対するトイレットペーパーの横方向の
長さ、すなわち幅方向の長さが６０ｍｍであったのに対し、図６（ａ）の排水管構造１で
は、トイレットペーパーの幅方向の長さが７０ｍｍまで広がっていた。
【０１１４】
　したがって、排水管構造１は、従来排水管構造31に対して、配管内で流動中のトイレッ
トペーパーが広がりやすく、後方水の越流を抑制できていることを確認できる。
【０１１５】
　[試験４]
　第１エルボ３のＶ字角度ａを１００度とし、連結管14の長さ（接続長さｃ）を４０ｍｍ
とした場合において、第１エルボ３の曲率半径ｒの違いによる搬送距離の変化を確認した
。各曲率半径ｒにおける搬送距離を表３に示す。
【０１１６】
【表３】

【０１１７】
　表３に示すように、曲率半径ｒが１００～１４０ｍｍの場合に搬送距離が良好であり、
特に曲率半径ｒが１２０ｍｍの場合に最も搬送距離が長くなった。
【０１１８】
　[試験５]
　第１エルボ３のＶ字角度ａを１００度とし、曲率半径ｒを１２０ｍｍとした場合におい
て、連結管14の長さ（接続長さｃ）の違いによる搬送距離の変化を確認した。各接続長さ
ｃにおける搬送距離を表４に示す。
【０１１９】
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【表４】

【０１２０】
　表４に示すように、第１エルボ３と第２エルボ４との接続長さｃが４０ｍｍから長くな
るにしたがって搬送距離が短くなり、連結管14の長さが１２０ｍｍ以下の場合に搬送距離
が良好であった。
【０１２１】
　これら試験１ないし試験５の結果から、整流部15のＶ字角度ａが１００度で、第１エル
ボ３の曲率半径ｒが１２０ｍｍで、連結管14の長さが４０ｍｍの場合に最も搬送距離が長
くなることを確認できた。
【０１２２】
　[試験６]
　上記試験１ないし試験５にて搬送距離が好ましかった条件の組み合わせについて、搬送
距離を確認した。すなわち、整流部15のＶ字角度ａ（９０～１１０度）、第１エルボ３の
曲率半径ｒ（１００～１４０ｍｍ）、および、連結管14の長さ（４０～１２０ｍｍ）の各
条件の各組み合わせで排水試験を行なって搬送距離を確認した。
【０１２３】
　まず、連結管14の長さが４０ｍｍの場合において、整流部15のＶ字角度ａが９０度、１
００度および１１０度のいずれかとし、第１エルボ３の曲率半径ｒが１００ｍｍ、１２０
ｍｍおよび１４０ｍｍのいずれかとして、排水試験を行なった結果を表５に示す。
【０１２４】

【表５】

【０１２５】
　また、連結管14の長さが８０ｍｍの場合において、整流部15のＶ字角度ａが９０度、１
００度および１１０度のいずれかとし、第１エルボ３の曲率半径ｒが１００ｍｍ、１２０
ｍｍおよび１４０ｍｍのいずれかとして、排水試験を行なった結果を表６に示す。
【０１２６】
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【表６】

【０１２７】
　さらに、連結管14の長さが１２０ｍｍの場合において、整流部15のＶ字角度ａが９０度
、１００度および１１０度のいずれかとし、第１エルボ３の曲率半径ｒが１００ｍｍ、１
２０ｍｍおよび１４０ｍｍのいずれかとして、排水試験を行なった結果を表７に示す。
【０１２８】

【表７】

【０１２９】
　これら表５ないし表７に示すように、整流部15のＶ字角度ａが９０度、１００度および
１１０度のいずれか、第１エルボ３の曲率半径ｒが１００ｍｍ、１２０ｍｍおよび１４０
ｍｍのいずれか、連結管14の長さが４０ｍｍ、８０ｍｍおよび１２０ｍｍのいずれかの場
合であれば、どの条件の組み合わせでも搬送距離が良好であった。
【符号の説明】
【０１３０】
　１　　排水管構造
　２　　縦管部
　３　　第１屈曲部としての第１エルボ
　４　　第２屈曲部としての第２エルボ
　15　　整流部
　ａ　　Ｖ字角度
　ｒ　　曲率半径
　ｃ　　第１屈曲部の下流側軸線と第２屈曲部の上流側軸線とが一致する長さである接続
長さ
【手続補正２】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
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　排水を排出する排水管構造であって、
　前記排水管構造の管路途中に位置する断面視で略Ｖ字状の整流部を備える
　ことを特徴とする排水管構造。
【請求項２】
　便器からの排水を排出する排水管構造であって、
　前記便器に接続する縦管部と、
　この縦管部の下流側に接続する第１屈曲部と、
　この第１屈曲部の下流側に接続する第２屈曲部とを備え、
　少なくとも前記縦管部から前記第２屈曲部に至る管路の一部には、断面視で略Ｖ字状の
整流部が設けられている
　ことを特徴とする排水管構造。
【請求項３】
　便器からの排水を排出する排水管構造であって、
　前記便器に接続する縦管部と、
　この縦管部の下流側に接続し、前記縦管部の下流側の端部から屈曲する第１屈曲部と、
　この第１屈曲部の下流側に接続し、前記第１屈曲部の下流側の端部から略水平方向に屈
曲する第２屈曲部とを備え、
　前記第１屈曲部は、内周面に断面視で略Ｖ字状の整流部を有する
　ことを特徴とする排水管構造。
【請求項４】
　第１屈曲部は、屈曲における曲率半径が１００ｍｍ以上１４０ｍｍ以下である
　ことを特徴とする請求項２または３記載の排水管構造。
【請求項５】
　第１屈曲部と第２屈曲部とは、前記第１屈曲部の下流側軸心と前記第２屈曲部の上流側
軸心とが一致する長さが１２０ｍｍ以下である
　ことを特徴とする請求項２ないし４のいずれか一記載の排水管構造。
【請求項６】
　整流部は、Ｖ字角度が９０度以上１１０度以下である
　ことを特徴とする請求項１ないし５のいずれか一記載の排水管構造。
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